










1.研究目的 

先天性心身障害児の出生防止対策を樹立することは,全国民の要望であり,母子保健行政に

とっては,重要課題の 1つといえる｡現在のところ先天異常児の発生因子として確実に因果

関係の判明しているものは少なく,環境因子(外的因子)もその 1つである｡環境因子の種類

は夥しい数にのぼるが,本研究では,高年令妊娠・異常産科歴既往婦人妊娠・月経不順婦人

妊娠・経口避妊薬服用後妊娠・妊婦および夫の飲酒,喫煙・妊婦のコーヒー飲用・妊婦の心

疾患および糖尿病・妊婦の超音波被爆・妊婦の感染症(ヘルペスウィルス・サイトメガロウ

ィルス・トキソプラズマ)・妊娠の貧血・不妊症を母体に対する外的因子とし,疫学調査お

よび実験を行ない,各因子と胎児障害との相関関係を究明し,具体的な胎児障害防止対策基

準を定めることを目的とした。 

昭和 52 年度より 2年間は以下の 1～4の主題について,さらに本年度(昭和 54 年度)は 5の

主題も加えて,分科会を構成し研究を行なった。 

1.母体外因による異常胎児発生の疫学的・臨床医学的・保健医学的研究。 

2.超音派パルス波の胎児に対する安全性に関する研究。 

3.母体感染による胎児異常発生防止に関する研究 

4.妊娠貧血の胎児におよぼす影響についての臨床的および疫学的研究。 

5.不妊治療の胎児に与える影響に関する研究。 


